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DMATの意義

救命医療のニーズ
後方搬送のニーズ

避けられた災害死

↑
発災 24時間 48時間

従来の医療救護班の到着

DMAT



災害対応における基本コンセプト

▪ Ｃ: Command 指揮命令系統

▪ Ｓ: Safety 安全の確保

▪ Ｃ: Communications 情報伝達

▪ Ａ: Assessment 評価

▪ Ｔ: Triage トリアージ

▪ Ｔ: Treatment 治療（応急処置）

▪ Ｔ: Transport 搬送

MIMMS：Major Incident Medical Management and Support
（英国の大規模災害時の医療に関する標準的教育プログラム）

medical management

medical support

全ての災害に対する
体系的対応





2015年4月～

・救急病床 6床

（南病棟8階）

・災害拠点病院

2015年12月～

・救急病棟 13床

（南病棟2階）

・ヘリポート

・原子力災害拠点病院

・MFICU開設

2019年12月～

・救急ICU開設

2021年4月～

・救急外来拡張

2023年～

・より高度な救急医療

の実現へ
2006年4月～

・初期診療・救急科 設立

・CCU開設

2011年～

・SCU開設

第二段階第一段階 第三段階

京大病院
将来構想2013

京大病院における高度急性期医療の充実化

高度急性期病棟
（中病棟）竣工
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• 医師のみならず、さまざまな職種の
スタッフが、DMAT認定を受けている

• 医師 16名, 看護師 14名, 
業務調整員 9名

• 統括DMAT 3名

• 京都府災害医療コーディネーター 2名

• 京都においては後発組ながら、
現在では京都でも随一の
組織力を誇っている

• 近年では各種災害時への派遣が
定着している

京大DMAT
ー 京都トップクラスの組織力 ー
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国立大学病院の
災害対応におけるポテンシャル

 Needs

◼社会的要求度は、極めて高い

 Resources

◼人材は豊富

◼医薬品・資器材も備蓄

◼協力関係（ネットワーク）がある

大学病院の危機管理体制
３本の柱

医
療
安
全

感
染
管
理

災
害
対
策



多職種連携・分野横断の必要性

京都 iMED 防災研究会（2016年設立）
(Kyoto informatics, Medicine, Engineering research against Disaster)

建築

防災

医師

看護師

社会福祉士

医療情報
臨床工学

技士



• 2016年2月
京都大学 防災研究所と医学部附属病院 救急部・医療情報部とが連携して、
耐震工学と救急医学・情報学を融合させ京都iMED*防災研究会が発足。
（*Kyoto informatics-Medicine-Engineering research against Disaster）

• 2016年4月
熊本地震が発生。耐震構造を有する病院建物にも大きな被害が及び、
熊本県内66病院のうち災害拠点病院を含む25病院が機能不全に陥り、
中でも10病院が「病院避難」を余儀なくされた。

• 2016年10月17日～19日
Kyoto iMEDにて多職種連携現地調査団を結成し、「病院避難」に陥った医療機関
及び熊本大学病院の計11病院を調査。



病院避難となった医療機関の調査・検証

熊本地震（2016年4月）では、病院機能の破綻から10病院が全病院避難
• 京大病院からは、京大DMAT (災害派遣医療チーム)が急性期支援に参加した。
• 2016年10月に、京大防災研・京大病院・熊本赤十字病院からの多職種連携による合
同調査チームにより、熊本地震における病院避難の原因と問題点を明らかにするために
現地調査を行った。

【対象】
熊本地震により全病院避難を行った熊本県内の9医療機関（閉院状態の1施設は回避）
【調査方法】
インタビュー形式及びアンケート方式の併用
【調査項目】
・ 病院の被災状況（前震時と本震時） ・ 病院避難について
・ 電子カルテについて ・ 病院建物について
・ 災害対応 ・ 得られた教訓など
・ ME機器関連
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病院避難の理由
A B C D E F G H I

病院種別 精神 療養 総合 総合 総合 総合 精神 精神 精神

病床数 198 47 308 203 556 52 177 210 178

耐震性不安 × × × ×

ライフ
ライン

水不足
(地域)

水不足
(建物)

○ ○ ○ ○ ○

漏水 ○ ○ ○ ○ ○ ○

• 病院避難の理由は、病院建物の耐震性不安と水不足（建物の配管・設
備損傷及び地域的な断水による）であった



水関連被害

受水槽の損傷 配管の損傷

高架水槽の
損傷・転倒
（写真は修理後）

1. 医療供給のために水が不可欠
2. 感染症や衛生面の問題

（右の写真2枚：熊本市民病院資料より）

建物が無事であっても水の供給に関わる設備・機器が損傷すると
事業継続できない．



A B C D E F G H I

耐震性不安 ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

耐震基準適合建築
（事前耐震診断）

事後診断

応急危険度
判定

要注意 危険 要注意

被災度区分
判定

半壊
〇

使用可
〇

使用可
全壊

大規模
半壊

〇
使用可

〇
使用可

再建 修復 建替 建替 建替 修復

病院避難と建物被害との関係

• 耐震性不安と事前耐震診断結果が一致した

➢ しかし、事前診断と事後診断結果とは一致しない

➢ 事前耐震診断は病院建物の継続使用を保証するものではない
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病院避難の決断に要した時間
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耐震診断結果を待つ時間的余裕は無かった。
（多くの病院が24時間以内に病院避難を意思決定）

[H]

←一般的な耐震診断に要する時間：約24時間





熊本地震に学ぶ

熊本地震（直下型地震）において、

▪ 病院避難の原因は？

事前耐震診断が不十分なら、建物への不安

事前耐震診断が十分でも、水不足（地域的断水）

▪ 建物の事後診断を迅速に行えば、避難を抑制できるか？

医療継続性や避難の決定は迅速に行う必要（24時間以内）

建物やライフラインの専門家の評価を待つ時間的余裕がなく、

事後診断に基づく避難判断は、現状では困難（応急危険度判定に1日を要する）

⇒ 病院BCPの策定 ⇒ 地域医療BCPの策定



阪神・淡路大震災：地震災害による多くの負傷者に対応できない
→ 初動の遅れ ⇒ 発災超急性期の医療

熊本・大阪北部地震：災害により病院機能が停止・患者の転院（病院避難）

→ 地域単位でのBCP策定が不可欠

阪神淡路大震災(1995年)、東日本大震災(2011年)へのDMAT派遣を経験
⇒ 医療防災に関する問題意識↑

2016年、京大病院の救急医・医療情報部スタッフ・臨床工学技士・MSW等と京大防災研の研究者
⇒ オール京大の医療防災研究チーム『京都iMED防災研究会』を組織

医療は？
医学

（医師、看護師、臨床工学技士、
ケースワーカー）

＜医学研究科、附属病院＞

この建物に滞在して
大丈夫か？
防災学

（防災、災害対応、BCP）
<防災研究所＞

電子カルテ・画像データは？
情報学

（電子カルテ、情報システム）
＜情報学研究科、附属病院＞

多分野の連携不可欠

医学：災害医療：DMAT

附属病院（医学・情報学）と防災研究所の連携により
災害後の医療機能の継続（「地域医療BCP」）について研究

1. 災害時の医療機関における業務継続性に関する評価手法の開発
2. 災害時の地域医療連携のための情報共有システムの開発
3. 地域医療BCP構築手法の開発

×
災害医療に関する新たな課題

？ ？ ？
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災害医療研究：2019年 地域医療BCP連携研究分野の設立



３mission statements
for Regional Healthcare BCP

I. 地域医療BCP協創の「場」の提供

II. 地域医療BCP「京都モデル」の開発と検証

・ multi-faceted

（医療・工学・情報・法学・倫理・経済からの多面的評価）

・ multi-sector（産官学民連携）

・ multi-hazard

（地震災害，気象災害，火災，人為災害，および複合災害）

・ multi-consumer

（地域住民，法人，インバウンド，医療従事者）

・ multi-phase（超急性期から慢性期まで）

III. 地域医療防災を担う人材の育成



新生児集中治療室

Incu1

Cot

新生児マネキン

Dialyzers

入力
• 正弦波

・最大加速度：100, 400,600cm/s2程度

• 地震時の床応答

災害弱者の生命維持に関わる医療機器の地震時挙動の把握

透析室

D
DF

透析機械室

ロッキング・転倒・移動

医療機器の振動台実験：医療専門職として関与
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耐震度分類と被害軽減策

解析による評価

• キャスター固定の場合には、被害は地震入力の大きさと重心の高さに依存
• 最大床応答速度PFVが80cm/s（大地震）の場合にも、転倒する確率は重心位置B/H>0.4で、ロッキングす
る確率もB/H>0.5でかなり減少

• 対策としては，新規設計では重心位置の変更と脚部の幅の変更，現行機器では足元に錘を設置

PFV=
80cm/s

10cm/s

10cm/s

PFV=80cm/s

ロッキング

転倒

𝛼 =
𝑏 − 𝐵 2 + 𝐻 − ℎ 2

𝑥 + 𝐵 − 𝑏 2 + ℎ − 𝑧 2
× 100 %

h =
𝑥 + 𝐵 𝐻 − 𝑧 + 𝑥𝑧

𝑅 𝐻 − 𝑧 + 𝑥
𝑐𝑚

ሿ𝑏 = 𝑅 ∙ ℎ [𝑐𝑚

被害軽減策：現行機器

必要錘質量を機器質量のα%とすると



医療機器の振動台実験@京大防災研



各種学会の災害対策ガイドライン等への援用

研究によって得られた知見は、学会での
災害対策マニュアル・ガイドライン等でも
活用されている
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地震計設置：病院建物安全性自動診断支援システム

北病棟

外来棟積貞棟

50m

外来棟 (地下2階､最上階)

積貞棟
(免震基礎階､地下1階､最上階)

北病棟
(地下1階､最上階)

病棟位置関係

地震計



観測システムの構築 （現状）

京都大学附属病院

地震計1

地震計2

地震計3

地震計8

・
・

・

記録収集
サーバー

記録収集PC

京大防災研

情報受信者

地震観測情報
メール送信

災害対策本部 病院施設系職員

地震観測情報メール
(一定以上のゆれ観測時に自動送信)

各観測点の
・観測加速度波形
・震度
・最大加速度

・6/18 大阪北部地震で実際に配信されたメール

システム概要図



建物間の距離

地盤条件の違い

観測応答スペクトル 提案手法による推定応答スペクトル

（モニタリング無）

災害拠点病院 周辺病院（モニタリング有）

観測 Spec.

Period (s)

ln
S

a 観測 Spec.

Period (s)

ln
S

a

緊急地震速報情報を使用

耐力スペクトル法

距離減衰式



病院避難時の患者情報抽出システムの確立

京大病院の医療情報部と協働して、停電に伴いインターネット環境や電子カルテシステムが稼働しない状況下で、発災
から72時間、患者転院に必要な診療情報にアクセスし印刷・出力できる緊急時システムのプロトタイプの開発を行った。



病院避難時の患者情報抽出システムの確立

設計した患者情報抽出システムのシステムレイヤ図
患者情報抽出システムは、DWHを利用して作られており、仮想化技術を作って、病院情報システムの仮想サーバ上に展開。
システムは、スケジューラ、患者情報抽出プログラム、患者情報整形プログラムの３つのプログラムから構成され、DWHの顕名
データベースにある情報を入力とし、３つのプログラムを介して、エクセル、または、HTML（Webページ）のフォーマットで患者
情報を抽出。





災害支援現場の可視化・効率化：記録の試み
医療情報企画部と連携し、トランシーバ交信と各エリアの動画記録を

同期した、災害訓練振り返りツールを開発

➢ 災害訓練を定量化し分析することで、災害支援時の関係者の役割の
効率化や明確化につなげ、災害支援チーム機能の最大化を目指す

関係者間の
情報通信の頻度
および密度の記録
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災害時の支援：「互助×ICT×AI」
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首都圏レジリエンスプロジェクト



• 2005年4月、兵庫県三木市に開設

• 世界最高性能で世界最大（20m×15m）のユニークな震動台

• 実際の地震どおり、前後・左右・上下の三次元の動きを正確に再現



耐震棟

免震棟耐震棟免震棟耐震棟

免震棟

耐震棟 免震棟
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増加・深刻化する
世界の災害





災害による世界
の被害
（1992年～
2012年）
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21世紀課題と災害の深刻化
都市化と高齢化
そしてグローバル化
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災害大国 日本

活火山の数2003年～13年
マグニチュード6以上の地震

死者数（単位：千） 経済被害（単位：百万ドル）

Source: White Paper for Disaster Reduction 2014: Cabinet Office, Government of Japan
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災害・健康危機管理領域で
日本に求められる貢献



国連防災世界会議

⚫世界全体の「合意事項」としての「枠組み」をつくる会議

⚫ 1995年から計3回、全て日本で開催

1995年：横浜会議 → 「横浜戦略 1995～2005」

2005年：神戸会議 → 「兵庫行動枠組 2005～2015」

2015年：仙台会議 → 「仙台防災枠組 2015～2030」

災害医療の最終目的は、被災地の健康（Health）の維持
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防災において、なぜ「健康」が重要なのか

⚫防災は学際的な領域、色々な分野が関わる

⚫様々な施策の効果を評価する際に、健康や人命、

暮らしに関する指標の妥当性が高い

⚫効果的防災のため、「健康」は各分野の架け橋に



災害研究・医療防災の分野において世界をリード
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